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  （様式１） 

国立大学法人琉球大学事業報告書 

Ⅰ はじめに 

琉球大学は、「自由平等、寛容平和」という建学の精神、「真理の探究」、「地域・国際社会への貢献」、 

「平和・共生の追求」を基本理念とする日本最西南端の総合大学である。創立以来の伝統である Land 

Grant University の理念のもと、地域との共生・協働による「地域とともに豊かな未来社会をデザ 

インする大学」を目指すとともに、本学の地理的強みを発揮し「熱帯・亜熱帯島嶼の地域特性と国際 

性を併せ持つ、アジア・太平洋地域の卓越した教育研究拠点大学」を目指し教育・研究活動等を着実 

に、また、発展的に推進してきた。 

平成 28 年度～令和 3 年度の第三期中期目標期間においては、「地域活性化の中核的拠点となるべ 

く社会変革にしなやかに対応できるイノベーティブな大学としての歩みを加速する。」を方針とし、 

①大学の教育研究の質の向上、②業務運営の改善及び効率化、③財務内容の改善、④自己点検・評価 

及び当該状況に係る情報提供、⑤その他業務運営、という 5つの区分による中期目標を掲げている。 

その達成のため中期計画及び年度計画を策定し、学長・理事によるトップダウン、各部局のボトムア 

ップの両面から実施している。 

経営環境については、機能強化促進係数を用いた運営費交付金の削減が実施されており、依然厳し 

い状況にある。これらの状況を踏まえ、寄附金・受託研究等の外部資金、また国の実施する公募型教 

育・研究資金の獲得を推進している。科学研究費助成事業や大型研究資金等については、学内の戦略 

的研究経費支援制度との連携により、戦略的な資金獲得を目指し支援した。 

令和元年度は、学長トップダウンの施策を推進する「重点施策推進経費」を新たに設け、各理事よ

り重点施策推進事業の提案を行い、RPA 等を活用した業務改善プロジェクトなど新たな課題に対応す

るための取り組みを実施した。 

外部資金の獲得に関する取り組みでは、教育、研究、診療及び社会貢献を目的としたプロジェクト

を実施する際に必要な資金を確保するため、インターネットを活用した公認クラウドファンディング

を導入し、初実施において研究資金を獲得することに成功した。また、大学の施設及びスペース等を

活用し、健全で安定的な財政基盤を確保することを目的にネーミングライツ事業を実施し、新たな自

己収入の財源を獲得した。 

さらに、経費削減のため、業務の合理化・効率化に努めており、令和元年度においても「総合的教

職員ポスト運用戦略」に基づき、人件費削減への対応及び全学的組織の機能強化を図ることを目的に、

学部等の教員ポストを計画的・戦略的に留保し再配分を行った。 

 

「Ⅱ 基本情報」以下は、本学の第三期中期目標・中期計画の着実な実現に向けて、令和元年度 

において展開された主要な取り組みを記載した。 
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Ⅱ 基本情報 

１．目標 

１．琉球大学の目指すところ－Vision－ 

本学は、”Land Grant University”の理念のもと、地域との共生・協働によって、「地域ととも 

に豊かな未来社会をデザインする大学」を目指すとともに、本学の強みを発揮し、新しい学術領域 

である Tropical Marine, Medical, and Island Sciences (TIMES：熱帯島嶼・海洋・医学研究)の 

国際的な拠点として「アジア・太平洋地域の卓越した教育研究拠点となる大学」を目指す。 

２．長期ビジョンの実現に向けて－Mission－ 

本学は、草創期からの理念を生かし、沖縄や日本、世界に貢献できる教育研究拠点を形成する。 

① 新たな「地（知）の拠点」として、沖縄や日本、世界に貢献できる人材を育成し輩出する。 

② 「知の津梁（架け橋）」として、Tropical Marine, Medical, and Island Sciences の一大拠 

点となり、その成果を沖縄や日本、世界に還元し、平和的な多文化共生社会の実現に貢献する。 

３．第三期中期目標・中期計画の方針－Action－ 

本学は、第三期中期目標期間において、地域活性化の中核的拠点となるべく社会変革にしなやか 

に対応できるイノベーティブな大学としての歩みを加速する。 

① 異なるものとの協働により、創造活動を生み出し続けるキャンパスを創出する。 

② 「創造的な発想力」と、地域や地球規模での新たな課題に対して「果敢に挑戦する力」を持 

った人材を育成する。 

③ 産学官連携と国際連携による組織的な連携を通じて多様な力を結集し、大学資源を有効に活用 

して、教育研究力をグローバルに展開する。 

４．地域社会・国際社会への貢献－Outcome－ 

【教育を通した貢献】 

国際的に通用する教育の質および学位の質を確保しつつ、諸学を往還する幅広い教養を基礎と 

し、高度な専門知識と課題探求能力を糧に世界で活躍・貢献できる人材を育成する。 

 【研究を通した貢献】 

地域社会の持続的発展に必要な基礎的・基盤的研究を推進しつつ、地域特性を踏まえた研究に基 

づく独創的な研究成果と新たな価値の創出、地域社会の発展に資する異分野融合や学際的な研究 

の推進を通じて、アジア・太平洋地域における中核的な学術研究拠点の形成を目指す。 

【社会・国際連携を通した貢献】 

「ウチナーンチュ・ネットワーク」をはじめとするグローバル・ネットワークを活用し、産業界、 

行政機関ならびに国内外の大学・研究機関との連携を強化して、地域の活性化および国際化に貢 

献する。 

 【大学ガバナンス】 

社会のニーズに対応するため、組織編成や財政基盤の強化、教育研究力の向上に資する取り組み 

を戦略的・機動的に展開し、自己点検・評価と外部評価を反映した大学運営を行う。 

 

 

 

 



3 

 

２．業務内容 

琉球大学は、広く教養的知識を授けるとともに、深く専門の学芸を教授研究し、知的、道徳的及び 

応用的能力を展開させることを目的とし、その目的を実現するための教育研究を行い、その成果を広 

く社会に提供することにより、社会の発展に寄与することを目的としている。 

 

第 22 条（業務の範囲等） ［国立大学法人法第 22条第 1項－抜粋－］ 

一 国立大学を設置し、これを運営すること。 

二 学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこと。 

三 当該国立大学法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施その他の当 

該国立大学法人以外の者との連携による教育研究活動を行うこと。 

四 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。 

五 当該国立大学における研究の成果を普及し、及びその活用を促進すること。 

六 当該国立大学における技術に関する研究の成果の活用を促進する事業であって政令で定める 

ものを実施する者に対し、出資を行うこと。 

七 産業競争力強化法 （平成 25 年法律第 98号）第 21条の規定による出資並びに人的及び技術 

的援助を行うこと。 

八 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

 

３．沿革 

昭和 25 年 5 月 22 日 琉球列島米国民政府布令第 30 号「琉球大学」に基づき、英語学部、教育学部、 

社会科学部、理学部、農学部及び応用学芸学部の計６学部で開学した。 

昭和 41 年 7 月 1 日 琉球大学設置法及び琉球大学管理法により、琉球政府立大学となった。 

昭和 47 年 5 月 15 日 沖縄の本土復帰により、国立大学となった。 

昭和 54 年 10 月 1 日 国立大学設置法の一部改正により医学部を設置し、法文学部、教育学部、理学 

部、工学部、農学部を含めた総合大学となった。 

平成 16 年 4 月 1 日 国立大学から国立大学法人となった。同年、大学院法務研究科を設置した。 

平成 20 年 4 月 1 日 観光産業科学部を設置した。 

平成 30 年 4 月 1 日 法文学部及び観光産業科学部を改組し、人文社会学部及び国際地域創造学部 

を設置した。 

 

４．設立根拠法 

国立大学法人法（平成 15年法律第 112 号） 

 

５．主務大臣（主務省所管局課） 

文部科学大臣（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課） 
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６．組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運営推進組織 グローバル教育支援機構 

研究推進機構 

地域連携推進機構 

国際戦略本部 

上原地区キャンパス移転推進本部 

亜熱帯島嶼科学超域研究推進機構 

ダイバーシティ推進本部 

大学評価 IR マネジメントセンター 

広報戦略本部 

ハラスメント相談支援センター 

附属実験実習機器センター 

附属動物実験施設 

附属病院 医 学 部 

工 学 部 附 属 工 作 工 場 

農 学 部 
附属亜熱帯フィールド 

科学教育研究センター 

理 学 部 

基 金 室 

監 査 室 

総合企画戦略部 

総務部 

財務部 

学生部 

施設運営部 

上原地区キャンパス移転推進室 

大学本部 

経 営 協 議 会 

教育研究評議会 

学 長 

役員会 

顧 問 

監 事 

学 部 人文社会学部 

国際地域創造学部 
附属小学校 

附属中学校 教 育 学 部 
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７．所在地 

大学本部 

〒903-0213 沖縄県中頭郡西原町字千原 1番地 

 

医学部・附属病院 

〒903-0215 沖縄県中頭郡西原町字上原 207 番地 

 

亜熱帯フィールド科学教育研究センター（与那フィールド） 

〒905-1427 沖縄県国頭郡国頭村字与那 685 番地 

 

熱帯生物圏研究センター（瀬底研究施設） 

〒905-0227 沖縄県国頭郡本部町字瀬底 3422 番地 

 

熱帯生物圏研究センター（西表研究施設） 

〒907-1541 沖縄県八重山郡竹富町字上原 870 番地 

 

８．資本金の状況 

 １４,８７２,６５５,８８３円（全額政府出資） 

 

人 文 社 会 科 学 研 究 科 

観 光 科 学 研 究 科 

教 育 学 研 究 科 

医 学 研 究 科 

保 健 学 研 究 科 

理 工 学 研 究 科 

農 学 研 究 科 

法 務 研 究 科 

［鹿児島大学大学院連合農学研究科］ 

大 学 院 

附属図書館 医学部分館

大学附属研究施設 熱帯生物圏研究センター 

島嶼地域科学研究所 

島嶼防災研究センター 

教職センター 
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９．学生の状況 

 総学生数      ７，９９２人 

学士課程     ７，０９４人 

修士課程        ４７７人 

博士課程        ３３４人 

専門職学位課程      ８７人 

 

10．役員の状況 

役  員 氏  名 任   期 経   歴 

学長 西 田  睦 平成 31 年 4 月 1 日 平成 11 年 4 月 東京大学海洋研究所教授 

  ～令和 7 年 3 月 31 日 平成 19 年 4 月 東京大学海洋研究所長 

   平成 24 年 6 月 東京大学名誉教授 

   平成 25 年 4 月 琉球大学理事 

   平成 31 年 4 月 琉球大学学長 

理事 木暮 一啓 平成 31 年 4 月 1 日 平成 14 年 1 月 東京大学海洋研究所教授 

（企画・研究担当）  ～令和 3 年 3 月 31 日 平成 22 年 4 月 東京大学大気海洋研究所附

属地球表層圏変動研究セ

ンター教授 

   平成 27 年 4 月 東京大学大気海洋研究所附

属地球表層圏変動研究セ

ンター長 

   平成 30 年 6 月 東京大学名誉教授 

   平成 31 年 4 月 琉球大学理事 

理事 井上  章二 平成 31 年 4 月 1 日 平成 16 年 10 月 琉球大学農学部教授 

（教育・学生支援担

当） 

 ～令和 3 年 3 月 31 日 平成 26 年 4 月 琉球大学大学教育 

センター長 

   平成 27 年 4 月 琉球大学農学部長 

   平成 31 年 4 月 琉球大学理事 

理事 牛 窪  潔 平成 31 年 4 月 1 日 平成 17 年 4 月 琉球大学法文学部教授 

（地域・社会連携担

当） 

 ～令和 3 年 3 月 31 日 平成 20 年 4 月 琉球大学観光産業科学部教

授 

   平成 22 年 4 月 琉球大学観光産業科学部長 

   平成 30 年 4 月 琉球大学副学長 

   平成 30 年 4 月 琉球大学副理事 

   平成 30 年 4 月 琉球大学国際地域創造学部

教授 

   平成 30 年 4 月 評価 IR マネジメントセンタ

ー長 
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   平成 31 年 4 月 琉球大学理事 

理事 大屋 祐輔 平成 31 年 4 月 1 日 平成 21 年 8 月 琉球大学医学部教授 

（附属病院･地域医

療･キャンパス移転担

当） 

 ～令和 3 年 3 月 31 日 平成 22 年 4 月 琉球大学大学院医学研究科

教授 

        琉球大学医学部附属病院地

域医療部長 

   平成 26 年 4 月 琉球大学保健管理センタ 

ー所長 

   平成 27 年 4 月 琉球大学医学部附属病院血

液浄化療法部長 

   平成 29 年 4 月 琉球大学グローバル教育支

援機構保健管理部門長 

   平成 31 年 4 月 琉球大学理事 

         琉球大学医学部附属病院長 

理事 福治 友英 平成 31 年 4 月 1 日 平成 21 年 4 月 琉球大学財務部長 

（財務・施設・キャン

パスマネジメント 

 ～令和 3 年 3 月 31 日 平成 23 年 10 月 大学評価・学位授与機構管

理部長 

担当）   平成 26 年 4 月 北海道大学財務部長 

   平成 28 年 4 月 琉球大学上原地区キャンパ

ス移転推進室教授（併）室長 

   平成 29 年 4 月 琉球大学理事 

監事 嘉 目 克 彦 平成 28 年 4 月 1 日 平成  3 年 4 月  大分大学経済学部教授 

  ～任命後４年以内に終了 平成 8 年 8 月 大分大学経済学部長 

  する事業年度のうち最 平成 14 年 1 月 大分大学副学長 

  終のものに関する準用通 平成 15 年 10 月 大分大学学長補佐 

  則法第 38条第1項の規定 平成 16 年 4 月 大分大学理事 

  による同項の財務諸表の 平成 28 年 4 月 琉球大学監事 

  承認の時まで  

監事 小池 真由美 平成 28 年 4 月 1 日 平成 11 年 10 月 太田昭和監査法人（現 EY 

〔非常勤〕  ～任命後４年以内に終了         新日本有限責任監査法人） 

  する事業年度のうち最終 東京事務所入所 

  のものに関する準用通則 平成 25 年 6 月 日本公認会計士協会沖縄 

  法第 38条第 1項の規定に         会幹事 

  よる同項の財務諸表の承 平成 28 年 2 月 小池公認会計士事務所開業 

  認の時まで 平成 28 年 4 月 琉球大学監事       
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11．教職員の状況 

教員 1,178 人（うち常勤 820 人、非常勤 358 人） 

職員 2,434 人（うち常勤 877 人、非常勤 1,557 人） 

 

（常勤教職員の状況） 

常勤教職員は前年度比で 20人（1.2％）減少しており、平均年齢は 45歳（前年度 45歳）と 

なっております。このうち、国からの出向者は 0人、地方公共団体からの出向者 0人、民間から 

の出向者は 0人です。 

 

Ⅲ 財務諸表の概要 

  （勘定科目の説明については、別紙「財務諸表の科目」を参照願います。） 

 

１．貸借対照表 

さらに詳しい情報はこちらをご覧下さい。 

 ホームページ：琉球大学ホームページ＞contents「琉大の法人資料」＞ 

 （財務）財務諸表等決算関係書類 

 （http://www.u-ryukyu.ac.jp/aboutus/information/financial/） 

 

［単位：百万円］ 

資産の部 金額 負債の部 金額 

固定資産 42,175 固定負債 14,067 

 有形固定資産 41,821  資産見返負債 8,146 

  土地 18,048  大学改革支援・学位授与機構債務負担金 415 

  建物 29,607  長期借入金 2,708 

   減価償却累計額 △15,550  退職給付引当金 837 

減損損失累計額 △1  ＰＣＢ処分費用引当金 7 

  構築物 3,231  資産除去債務 273 

   減価償却累計額 △1,939  長期リース債務 1,068 

  工具器具備品 22,337 長期ＰＦＩ債務 610 

   減価償却累計額 △19,287   

図書 3,749 流動負債 7,173 

  その他の有形固定資産 1,624  運営費交付金債務 51 

 無形固定資産 153  寄附金債務 1,377 

 投資その他の資産 200  前受受託･共同研究、受託事業費 258 

   預り金 254 

流動資産 10,625  一年以内償還予定大学改革支援  

 現金及び預金 5,153 ・学位授与機構債務負担金 140 

 未収学生納付金収入 81  一年以内返済予定長期借入金 213 
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 未収附属病院収入 3,859  リース債務 834 

  徴収不能引当金 △54  ＰＦＩ債務 81 

 その他未収入金 930  未払金 3,805 

 医薬品及び診療材料 408  その他の流動負債 155 

 有価証券 201 負債合計 21,241 

 その他の流動資産 43 純資産の部 金額 

   資本金 14,872 

   資本剰余金 6,278 

   利益剰余金 10,408 

  純資産合計 31,559 

資産合計 52,800 負債・純資産合計 52,800 

 

２．損益計算書 

（http://www.u-ryukyu.ac.jp/aboutus/information/financial/） 

［単位：百万円］ 

区分 金額 

経常費用［Ａ］ 40,370 

 業務費用 39,101 

  教育経費 1,940 

  研究経費 1,383 

  診療経費 12,644 

  教育研究支援経費 393 

  受託研究費・共同研究費・受託事業費 1,577 

  人件費 21,162 

 一般管理費 1,141 

 財務費用 119 

 雑損 8 

  

経常収益［Ｂ］ 40,674 

 運営費交付金収益 12,468 

 学生納付金収益 4,416 

 附属病院収益 19,957 

 受託研究・共同研究・受託事業等収益 1,584 

 寄附金収益 489 

 施設費収益 42 

 補助金等収益 552 

 財務収益 0 

 雑益 528 
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 資産見返負債戻入 632 

  

臨時損益［Ｃ］ 112 

  

目的積立金・前中期目標期間繰越積立金取崩額［Ｄ］ 1 

当期総利益（△当期総損失）［Ｂ－Ａ＋Ｃ＋Ｄ］ 417 

 

３．キャッシュ・フロー計算書 

  （http://www.u-ryukyu.ac.jp/aboutus/information/financial/） 

［単位：百万円］ 

区         分 金      額 

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー［Ａ］ 1,877 

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △14,180 

  人件費支出 △21,576 

  その他の業務支出 △1,021 

  運営費交付金収入 12,411 

  学生納付金収入 3,798 

  附属病院収入 19,610 

  その他 2,836 

  

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー［Ｂ］ △1,720 

  

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー［Ｃ］ △545 

  

Ⅳ 資金に係る換算差額［Ｄ］ - 

  

Ⅴ 資金増加額（又は減少額）［Ｅ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ］ △388 

  

Ⅵ 資金期首残高［Ｆ］ 5,441 

  

Ⅶ 資金期末残高［Ｇ＝Ｆ＋Ｅ］ 5,053 

 

４．国立大学法人等業務実施コスト計算書 

  （http://www.u-ryukyu.ac.jp/aboutus/information/financial/） 

［単位：百万円］ 

区           分 金   額 

Ⅰ 業務費用 13,150 

   損益計算書上の費用 40,388 
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 （控除）自己収入等 △27,237 

（その他の国立大学法人等業務実施コスト）  

Ⅱ 損益外減価償却相当額 682 

  

Ⅲ 損益外減損損失相当額 － 

  

Ⅳ 損益外有価証券損益相当額（確定） － 

  

Ⅴ 損益外有価証券損益相当額（その他） － 

  

Ⅵ 損益外利息費用相当額 2 

  

Ⅶ 損益外除売却差額相当額 0 

  

Ⅷ 引当外賞与増加見積額 26 

  

Ⅸ 引当外退職給付増加見積額 54 

  

Ⅹ 機会費用 13 

  

Ⅺ （控除）国庫納付額 － 

Ⅻ 国立大学法人等業務実施コスト 13,930 

 

 

５．財務情報 

（１）財務諸表の概況 

①主要な財務データの分析（内容・増減理由） 

ア．貸借対照表関係 

（資産合計） 

当事業年度末現在の資産合計は、前年度比 5,936 百万円増（12.7%増）の 52,800 百万円となってい

る（以下、増減については特に表記のない限り前年度比を記載）。 

主な増加要因としては、土地が西普天間団地敷地の先行取得により 5,300 百万円増（41.6%増）の

18,048 百万円となったこと、建物が学生寄宿舎混住棟新営、仮設プレハブの取得等により 1,893 百万

円増（6.8%増）の 29,607 百万円となったこと、建設仮勘定が農学部校舎本館棟改修工事、上原地区の

移転に伴う調査等により 400 百万円増（36.1%増）の 1,511 百万円となったことが挙げられる。 

 主な減少要因としては、減価償却の進行により減価償却累計額が、建物で 1,015 百万円増（7.0%増）

の 15,550 百万円、構築物で 97百万円増（5.3%増）の 1,939 百万円、工具器具備品で 1,225 百万円増

（6.8%増）の 19,287 百万円となったことが挙げられる。 
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 （負債合計） 

当事業年度末現在の負債合計は、500 百万円増（2.4%増）の 21,241 百万円となっている。 

主な増加要因としては、施設費を財源とした農学部校舎本館棟改修工事、上原地区の移転に伴う調

査等の前払いにより建設仮勘定見返施設費が 848 百万円増（282.2%増）となったこと、学寮の新営に

かかる借入により借入金が 1,024 百万円増（174.0%増）となったことが挙げられる。 

また、主な減少要因としては、大学改革支援・学位授与機構債務負担金が償還により 190 百万円減

(25.6%減)の 555 百万円となったこと、PCB 含有物品の処分により PCB 処分費用引当金が取り崩され

53 百万円減（87.7%減）の 7 百万円となったこと、リースの返済によりリース債務が 425 百万円減

（18.3%減）の 1,902 百万円となったことが挙げられる。 

 

 （純資産合計） 

当事業年度末現在の純資産合計は、5,435 百万円増（20.8%増）の 31,559 百万円となっている。 

  主な増加要因としては、西普天間団地敷地の先行取得等により資本剰余金が 5,679 百万円増（45.4%

増）となったこと、平成 30 年度決算剰余金が繰越承認されたことにより積立金が 386 百万円増（42.1%

増）の 1,306 百万円となっていることが挙げられる。 

  また、主な減少要因としては、特定償却資産及び特定除去資産に係る減価償却が進行したことによ

り資本剰余金の控除項目である損益外減価償却累計額が 642 百万円増（5.7%増）の 11,865 百万円と

なったことが挙げられる。 

 

イ．損益計算書関係 

（経常費用） 

当事業年度の経常費用は、968 百万円増（2.5%増）の 40,370 百万円となっている。 

   主な増加要因としては、病院の稼働増加に伴う材料費（医薬品費や診療材料費等）の支出増加、

消費税増税に伴う支出の増加により診療経費が 682 百万円増(5.7%増)の 12,644 百万円となったこ

と、診療体制強化のためメディカルスタッフ等の雇用増や人事院勧告に基づく給与改定等により人

件費が 349 百万円増（1.7%増)の 21,162 百万円となったことが挙げられる。 

また、主な減少要因としては、旅費交通費の減少及び消耗品費・備品費の減少、研究用設備に係る

減価償却費の減少により、研究経費が 192 百万円減（12.2%減）となったことが挙げられる。 

 

 （経常収益） 

当事業年度の経常収益は、881 百万円増（2.2%増）の 40,674 百万円となっている。 

 主な増加要因としては、外来患者数の増による外来収益の増や手術件数の増及び入院平均在院日数

の短縮による入院収益の増等により附属病院収益が 1,118 百万円増(5.9%増)の 19,957 百万円となっ

たこと、受託研究の受入増に伴い受託研究収益が 174 百万円（20.2%増）の 1,038 百万円となったこ

とが挙げられる。 

 また、主な減少要因としては、運営費交付金における業務達成基準による収益が243百万円減（41.1%

減）の 348 百万円となったことや費用進行基準による収益が 88 百万円減（7.1%減）の 1,145 百万円

となったこと、入学料の徴収猶予期間延長に伴う入学料の減及び授業料収入、検定料収入の減により

学生納付金収益が 60 百万円減（1.3%減）の 4,416 百万円となったことが挙げられる。 
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 （当期総損益） 

上記経常損益に臨時損失の 18 百万円、臨時利益の 130 百万円、前中期目標期間繰越積立金、目的

積立金を財源とした費用見合いの積立金取崩額の 1百万円を加減算した結果、当事業年度の当期総利

益は 30 百万円増（7.8%増）の 417 百万円となっている。 

 

ウ．キャッシュ・フロー計算書関係 

 （業務活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度の業務活動によるキャッシュ・フローは、1,646 百万円減（46.7%減）の 1,877 百万円と

なっている。 

主な増加要因としては、附属病院収入が 763 百万円増（4.1%増）の 19,610 百万円となったことが

挙げられる。 

また、主な減少要因としては、原材料、商品又はサービスの購入による支出が 297 百万円増（2.1%

増）の△14,180 百万円となったこと、人件費支出が 794 百万円増（3.8%増）の△21,576 百万円とな

ったこと、その他の業務支出が 124 百万円増（13.9%増）の△1,021 百万円となったことが挙げられ

る。 

 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、12百万円増（0.7%増）の△1,720 百万円とな

っている。 

   主な増加要因としては、施設費による収入が 6,121 百万円増（1,317.7%増）の 6,586 百万円となっ

たことが挙げられる。 

   主な減少要因としては、有形固定資産の取得による支出が 6,187 百万円増（297.7%増）の△8,265

百万円となったことが挙げられる。 

 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、689 百万円増（55.8%増）の△545 百万円とな

っている。 

   主な増加要因としては、長期借入金の返済支出が 118 百万円減（31.2%減）の△261 百万円となった

こと、長期借入による収入が 435 百万円増（74.0%増）の 1,024 百万円となったことが挙げられる。 

  また、主な減少要因としては、利息の支払額が 19 百万円増（20.0%増）の△118 百万円となったこ

とが挙げられる。 

 

エ．国立大学法人等業務実施コスト計算書関係 

当事業年度の国立大学法人等業務実施コストは、80 百万円増（0.6%増）の 13,930 百万円となって

いる。 

主な増加要因としては、損益計算書上の費用が 945 百万円増（2.4%増）の 40,388 百万円となった

こと、引当外退職給付増加見積額が 374 百万円増（116.9%増）の 54 百万円となったことが挙げられ

る。 

  また、主な減少要因としては、自己収入が 1,212 百万円増（4.7%増）の△27,237 百万円となったこ
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と、引当外賞与増加見積額が 29 百万円減（53.1%減）の 26百万円となったことが挙げられる。 

 

（表）主要財務データの経年表                                           （単位：百万円） 

区分 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度 

資産合計 49,629 48,178 46,649 46,864 52,800 

負債合計 23,832 21,793 20,315 20,740 21,241 

純資産合計 25,796 26,384 26,333 26,123 31,559 

経常費用 37,488 37,362 38,793 39,402 40,370 

経常収益 37,857 37,929 39,191 39,792 40,674 

当期総利益 940 717 434 386 417 

業務活動によるキャッシュ・フロー 2,596 3,036 2,988 3,523 1,877 

投資活動によるキャッシュ・フロー △108 △1,509 △904 △1,707 △1,720 

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,003 △2,050 △2,026 △1,234 △545 

資金期末残高 5,325 4,802 4,860 5,441 5,053 

国立大学法人等業務実施コスト 14,834 12,692 13,292 13,849 13,930 

（内訳）      

 業務費用 13,338 12,524 13,079 13,418 13,150 

  うち損益計算書上の費用 37,500 37,365 38,795 39,443 40,388 

  うち自己収入 △24,161 △24,840 △25,715 △26,024 △27,237 

 損益外減価償却相当額 664 696 712 681 682 

 損益外減損損失相当額 - - - - - 

 損益外有価証券損益相当額（確定） - - - - - 

 損益外有価証券損益相当額（その他） - - - - - 

 損益外利息費用相当額 2 2 2 2 2 

 損益外除売却差額相当額 0 0 0 0 0 

 引当外賞与増加見積額 39 55 44 55 26 

 引当外退職給付増加見積額 775 △608 △566 △320 54 

 機会費用 13 22 19 12 13 

（控除）国庫納付額 - - - - - 

 

②セグメントの経年比較・分析（内容・増減理由） 

ア．業務損益 

大学（学部,研究科等）セグメントの業務損益は、34 百万円増（9.2%増）の 412 百万円となってい

る。これは、研究経費が 130 百万円減（9.6%減）、受託研究費が 162 百万円増（21.5%増）、受託事

業費が 65百万円減（21.8%減）、役員人件費が 143 百万円増（126.8%増）、雑損が 16百万円減

（74.5%減）となったことにより業務費用が 53 百万円増加した一方、運営費交付金収益が 240 百万円

増（2.6%増）、受託研究収益が 153 百万円増（19.9%増）、寄附金収益が 51百万円減（10.3%減）、

受託事業等収益が 66 百万円減（21.6%減）、施設費収益が 30百万円減（42.8%減）、補助金等収益が
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45 百万円減（31.7%減）となったことにより業務収益が 88百万円増加したことによるものである。 

附属病院セグメントの業務損益は、165 百万円減（44.5%減）の 206 百万円となっている。これは、

研究経費が 48百万円減（48.1%減）、診療経費が 682 百万円増（5.7%増）、受託事業費が 20 百万円

増（17.3%増）、教員人件費が 63 百万円減（3.4%減）、職員人件費が 412 百万円増（5.5%増）となっ

たことにより業務費用が 1,036 百万円増加した一方、運営費交付金収益が 278 百万円減（10.1%

減）、附属病院収益が 1,118 百万円増（5.9%増）、受託事業収益が 20 百万円増（17.3%増）、雑益が

23 百万円増（92.3%増）となったことにより業務収益が 871 百万円増加したことによるものである。 

附属学校セグメントの業務損益は、16百万円増（9.9%増）の△149 百万円となっている。これは、

教員人件費が 77 百万円減（18.0%減）の 352 百万円となった一方、運営費交付金収益が 62百万円減

（18.9%減）の 270百万円となったためである。 

全国共同利用施設セグメントの業務損益は、27百万円増（14.1%増）の△166 百万円となってい

る。これは、研究経費が 13 百万円減（10.6%減）、受託研究費が 16百万円増（44.0%増）、受託事業

費が 17 百万円減（83.0%減）、教員人件費が 40百万円減（14.3%減）となった一方、運営費交付金収

益が 16 百万円減（6.8%減）、受託研究収益が 16百万円増（49.3%増）、受託事業等収益が 16 百万円

減（88.8%減）となったためである。 

 

（表）業務損益の経年表                                                （単位：百万円） 

区分 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度 

大学（学部、研究科等） 373 286 320 378 412 

附属病院 370 645 301 371 206 

附属学校 △189 △186 △97 △166 △149 

全国共同利用施設 △194 △183 △129 △194 △166 

法人共通 8 5 2 1 0 

合 計 368 567 398 390 303 

 

イ．帰属資産 

 大学（学部、研究科等）セグメントの総資産は、6,910 百万円増（26.5%増）の 32,997 百万円となっ

ている。これは、土地が 5,300 百万円増（49.8%増）、建物が 1,218 百万円増（14.6%増）、構築物が 226

百万円増（30.6%増）、工具器具備品が 308 百万円減（27.9%減）、建設仮勘定が 329 百万円増（36.4%

増）となったことによる。 

 附属病院セグメントの総資産は、596 百万円減（4.7%減）の 12,137 百万円となっている。これは、建

物が 290 百万円減（8.5%減）、工具器具備品が 619 百万円減（21.9%減）となったことによる。 

 附属学校セグメントの総資産は、31百万円増（3.0%増）の 1,109 百万円となっている。これは、建物

が 41百万円減（7.5%減）、建設仮勘定が 71百万円増となったことによる。 

 全国共同利用施設セグメントの総資産は、19 百万円減（1.9%減）の 1,000 百万円となっている。これ

は、建物が 9 百万円減（1.1%減）、流動資産が 4百万円減（94.0%減）となったことによる。 
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（表）帰属資産の経年表                                                 （単位：百万円） 

区分 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度 

大学（学部、研究科等） 27,123 26,852 26,285 26,086 32,997 

附属病院 14,523 13,722 12,776 12,734 12,137 

附属学校 1,170 1,133 1,116 1,077 1,109 

全国共同利用施設 1,173 1,157 1,102 1,020 1,000 

法人共通 5,638 5,312 5,368 5,945 5,555 

合 計 49,629 48,178 46,649 46,864 52,800 

 

③目的積立金の申請状況及び使用内訳等 

令和元年度においては、承認申請した使途のために前中期目標期間繰越積立金を 1 百万円、目的積

立金を 14百万円活用した。 

 

（２）施設等に係る投資等の状況（重要なもの） 

①当事業年度中に完成した主要施設等 

・千原キャンパス屋外給水管等改修（取得原価 200 百万円） 

・理学部校舎本館棟他受変電設備改修（取得原価 182 百万円） 

・学生寄宿舎新混住棟新営工事（取得原価 858 百万円） 

・国際交流会館世帯棟３改修（取得原価 99百万円） 

・琉球大学（千原）仮設プレハブ（取得原価 188 百万円） 

 

②当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 

･医学部・附属病院移転用地（当事業年度増加額 5,300 百万円） 

･医学部・附属病院移転整備（当事業年度増加額 194 百万円） 

･農学部校舎本館棟改修（Ⅰ・Ⅱ期）（当事業年度増加 655 百万円） 

･学生寄宿舎改修（Ⅰ期）（当事業年度増加額 137百万円） 

･附属学校給食棟新営その他（当事業年度増加 68百万円） 

     

③当事業年度中に処分した主要施設等 

該当なし 

 

④当事業年度において担保に供した施設等 

   該当なし 

 

（３）予算・決算の概況 

以下の予算・決算は、国立大学法人等の運営状況について、国のベースにて表示しているもので

ある。 
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（単位：百万円） 

区 分 
H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由 

収入 35,524 37,687 35,837 37,839 36,970 38,853 37,924 39,947 41,057 46,725  

 運営費交付金収入 11,770 11,974 12,177 12,270 12,425 12,307 12,471 12,693 12,411 12,411  

 補助金収入 292 594 466 732 491 666 522 701 454 560 （注 1） 

 学生納付金収入 4,278 4,186 4,087 4,128 4,013 4,038 3,881 3,890 3,882 3,797 （注 2） 

 附属病院収入 15,770 17,038 16,353 17,560 17,000 18,149 17,300 18,846 18,400 19,610 （注 3） 

 その他収入 3,413 3,893 2,751 3,147 3,040 3,691 3,749 3,814 5,909 10,230 （注 4） 

支出 35,524 37,428 35,837 37,316 36,970 38,660 37,924 40,126 41,057 46,976  

 教育研究経費 16,189 16,304 16,377 15,821 16,793 16,210 16,933 16,512 16,930 16,306 （注 5） 

 診療経費 15,075 16,519 15,600 17,561 16,599 18,188 16,617 19,271 17,695 19,962 （注 6） 

 その他支出 4,260 4,605 3,859 3,933 3,576 4,261 4,373 4,343 6,431 10,707 （注 7） 

収入－支出 - 259 - 523 - 192 - △179 - △365  

 

（注１）予算段階では予定していなかった補助金等の獲得に努めた結果、予算額に比して決算額が 106

百万円多額となっている。 

（注２）高等教育修学支援新制度開始に伴う入学料徴収猶予による入学料収入減、授業料免除増による

授業料収入減により、予算額に比して決算額が 84百万円少額となっている。 

（注３）外来患者数の増加による外来収益の増加や、手術件数の増加、入院平均在院日数の短縮による

入院収益の増加により、予算額に比して決算額が 1,210 百万円多額となっている。 

（注４）施設整備費補助金において、年度途中に施設整備費補助金の交付内定があったため、4,596 百

万円多額となっている。雑収入において、研究関連収入の増、及び予算段階での見込過少により、

予算額に比して決算額が 306 百万円多額となっている。外部資金獲得の減少により、予算額に比

して決算額が 546 百万円少額となっている。 

（注５）効率的な事業実施を行ったこと等により、予算額に比して決算額が 624百万円少額となってい

る。 

（注６）（注３）に示した理由による医薬品費・診療材料費・人件費の増加及び医療機器の保守費や減

価償却費により、予算額に比して決算額が 2,266 百万円多額となっている。 

（注７）補助金等において、（注１）に示した理由、及び施設整備費補助金において、（注４）に示し

た理由により、予算額に比して決算額が 4,276 百万円多額となっている。 

 

Ⅳ 事業の実施状況 

１．財源の内訳（財務構造の概略等）   

   当法人の経常収益は、40,674 百万円で、その内訳は、附属病院収益 19,957 百万円（49.1％（対

経常収益比、以下同じ。））、運営費交付金収益 12,468 百万円（30.7％）、学生納付金収益 4,416 百

万円（10.9％）、その他収益 3,830 百万円（9.4％）となっている。 

    なお、令和元年度は（独）大学改革支援・学位授与機構の施設費貸付事業による新規の長期借
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入れは行っていない(令和元年度期末残高 1,309 百万円(既往借入分))。 

    

２．財務情報及び業務の実績に基づく説明 

  ア．大学（学部，研究科等）セグメント 

   大学（学部、研究科等）セグメントは、附属病院、附属学校及び全国共同利用施設を除く学部、

大学院、各センター、共同利用施設等により構成されている。21世紀のグローバル化に対応しう

る大学として世界水準の教育の質を保証し、沖縄の地域特性を踏まえた世界水準研究、地域及び

国際社会への貢献を推進し、資源を戦略的に配分する知のコーポレーションとしての大学運営を

目的としている。 

   令和元年度においては、以下の取り組みを行った。 

 

【教育・学生支援】 

① グローバル教育支援と各学部が連携して、平成 30 年度文部科学省補助事業「大学の世界展開

力強化事業」を通じて、太平洋島嶼地域と COIL（オンラインを活用した国際的な双方向の教育手

法）型の授業を 54 科目提供した（日本人受講生 702 名、外国人受講生 257 名）。授業では、当該

地域に共通する SDGs の課題について協働プレゼンテーションを行い、議論を通して理解を深め

た。また、学修成果をルーブリックと BEVI（Beliefs, Events, and Values Inventory）等を利

用したグローバルスタンダードで評価することにより、国際通用性を備えた質保証を伴った 

COIL 型教育を拡充・定着させた。この取り組みは、平成 30 年度大学の世界展開力強化事業審査

結果において「本事業計画の「島嶼地域」という地理的特性を活かしたコンセプトはユニークで

あり、琉球大学及び相手大学の特性や独自の視点、社会的要請を反映した事業運営と人材育成が

期待できる（略）」として高く評価された。 

② 平成 29 年度に構築・導入した、学士課程の琉大版質保証システム（URGCC）を大学院に発展さ

せた URGCC-Advanced の機能を強化した。具体的には、令和元年度に「URGCC-Advanced 学習教育

目標」と各大学院教育プログラムの学習教育目標を関連付けた「URGCC-Advanced マトリクス」を

作成した。また、「URGCCAdvanced 学習教育目標」の達成に向けた具体的な取り組みとして、各大

学院教育プログラムの学習教育目標と教育内容・方法・提供科目との関係を明確化した「カリキ

ュラム・マップ」を策定し、大学院教育プログラムにおいて対応関係を点検・評価した。これら

のツールについては、令和 2年度に WEB で公開することを決定した。  

③ 地域の特徴や課題の基礎的理解を高めることを目的とした科目群や、フィールドワーク活動や

プロジェクト型の学修を通じて地域を体感し地域課題の解決に資する実践力の形成を目指す科

目群の 2 種類で構成される「地域創生副専攻」を開設するとともに、「琉球大学における地域志

向教育及びキャリア教育に対する基本方針」を令和元年度に策定し、令和元年度以降の入学者に

対して、当該基本方針に該当する科目を必修科目として指定し、教育課程の編成を行った。 

④ 社会人が学びやすい環境を整え、多様な背景を持つ法曹の養成に資するため平成 31 年 4 月よ

り法務研究科に｢夜間主コース｣を開設した。また、学部教育との接続性を高め、法科大学院受験

や法曹養成を念頭に｢LS 進学等特修クラス｣を人文社会学部に設け、6名が在籍している。これら

の教育の質的改善を推し進め、また学修効果の高いカリキュラムの編成に向けた検討を行い、法

律基本科目の再編や科目群の見直し等大幅な改正を伴う新カリキュラムを成立させ、令和元年度
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入学者より適用している。これらの実施について平成 30 年に実施した公益財団法人日弁連法務

研究財団による認証評価にて｢積極的な施策｣として高く評価された。 

 

【研 究】 

① 自然科学や社会科学系研究者、市町村の関連部署、一般財団法人や市民団体と連携しつつ、琉

球島嶼の水循環と水環境の改善に向けた超学際的研究を実施し、研究成果に基づき、多様な主体

との対話の場の創出、アクション・リサーチ、小学生向け実験教材・授業プログラムの開発及び

政策への提言を行ってきた。これらの取り組みが評価され、社会への貢献を重視した JST 事業

「SDGs の達成に向けた共創的研究開発プログラム」の令和元年度の採択につながるとともに、

沖縄県八重瀬町が次期町総合計画に「豊かな資源の保全と水循環の健全化」の項目を設けるなど、

本研究が地域政策に反映された。また、令和 2 年 4 月に公表された英国の高等教育専門誌 Times 

Higher Education による「THE 大学インパクトランキング」で SDGs 目標 14「海の豊かさを守

ろう」が国内 6位（世界 84 位タイ）にランクインした。 

 ② 令和元年10月 31日に焼失した沖縄県民のシンボル的存在だった首里城の再興に学術的に貢献

するために、本学において「首里城再興学術ネットワーク（仮称）」を設立した。同ネットワーク

は地域課題解決型の研究プロジェクトに位置づけられ、研究推進機構と地域連携推進機構が連携

して運営した。令和元年末にはシンポジウムを開催し（約 100 名参加）、学術面における首里城

再興に向けての議論をした。このシンポジウム開催を契機として、ポータルサイトの開設（全ユ

ーザー数 590 名）、現場視察と首里城関係者との意見交換会を実施し(本学参加者 40 名)、学内公

募研究（首里城再興研究プロジェクト：総額 300 万円）を含む研究プログラム実施に向けた制度

を構築した。 

 ③ 令和元年度より本学の機能強化促進分経費を活用して研究事業「島嶼地域科学の分野横断型研

究展開による国際的共同研究拠点形成」（3年間）を開始した。本取り組みは、全学的組織構成に

よる分野横断型島嶼地域研究に取り組むとともに、従来、本研究所が注力してきた国際的学術連

携の強化をさらに推し進め、新たな島嶼研究の拠点となることを目指している。その一環として、

令和2年6月開催予定であった国際島嶼学会の年次大会に本プロジェクト主催の特別セッション

の設置を申請し採択された。また、島嶼地域研究の拠点となることを目指し、他大学・他機関の

研究者に向けた公募型共同利用・共同研究を実施した。 

 ④ 研究支援特化型のプラットフォームを活用し、教員所属部局、財務部、基金室と URA が連携し

全学支援のもと、大学公認クラウドファンディング（第 1号）研究プロジェクト「結核の新たな

治療法としての免疫療法の確立」を実施し、設定目標額（75 万円）を超えた研究資金額（106.5

万円）獲得を達成した。この取り組みにより、研究者の自由な発案による基礎的研究を広く社会

に募るルートを開拓した。 

⑤ 研究開発への投資効果を最大化し、最先端の研究現場における研究成果を持続的に創出し、複

雑化する新たな学問領域などに対応するため、研究設備・機器を共用するシステムを導入、運営

した。全学的な戦略として、組織横断的に生命科学分野の先端機器を共用し、これを効率良く運

用することで研究力水準を向上させることを目的として、本事業を実施した。また、本事業の学

外展開として沖縄県内 6 の研究機関の参加による「おきなわオープンファシリティネットワー

ク」を構築し、第 1回ワークショップを開催すると共に、各機関の機器設備情報を集約したポー
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タルサイトを公開した。これにより県内で研究機器・設備を運用する各機関が人的・物的・知的

な資源（ひと・モノ・知恵）を相互に活用する体制を整備し、研究や開発に必要な機器や設備を

強化し、研究能力や技術の水準を引き上げた。 

 

【社会連携】 

① 沖縄の産業活性化及び持続的な自立型経済の実現に向かって、本学と内閣府沖縄総合事務局が

中心となって活動してきた「沖縄産学官連携推進協議会」 (現組織名:沖縄産学官イノベ－ショ

ン創出協議会)等と連携を図り、企業ニ－ズを掘り起こし、企業のニ－ズと本学の研究シーズと

のマッチングを行い、沖縄の産業振興に資する共同研究等の推進に取り組んできた。また、地域

連携の強化を図るとともに、イノベ－ションの先導に向けた体制の見直しを行うため、地域連携

推進機構と研究推進機構の一部組織統合等を令和２年４月に実施する。さらに、地域社会が抱え

る課題や産業振興に資する仕組みとして、学内の教員を主軸とし、他の高等教育機関、産業界、

行政組織等からの専門人材によって構成される登録制のネットワ－ク（「地域共創人材バンク」）

の構築に向け取り組み、地域ニーズとニーズに対応できる専門人材の可視化を図っている。 

 ② 沖縄産学官協働人材円卓会議の提言を受け円卓会議の下に、県内企業、経済団体、高等教育機

関、沖縄県、内閣府沖縄総合事務局等を含めたワ－キンググル－プや研究会を設置し、教育環境、

観光産業、子供の貧困など、地域課題の解決や産業振興に寄与する専門人材育成を目的としたプ

ログラムを開発・実施してきた。令和元年度は、地域企業(自治体)お題解決プログラムなどのプ

ログラム 16 件を実施し 402 名の受講者があった。  

目的別人材育成プログラムのうち、6 科目が一般財団法人地域公共人材開発機構の資格制度「初

級地域公共政策士」の認証科目に認定され、令和 2年 3月末には 13 人の資格者を輩出した。 

 ③ 平成 28年度より、沖縄産学官協働人財育成円卓会議（以下、円卓会議という）の提言を受け、

円卓会議の下に、県内企業、経済団体、高等教育機関、沖縄県、内閣府沖縄総合事務局等を含め

たワーキンググループや研究会を設置し、教育環境、観光産業、子供の貧困など、地域課題の解

決や産業振興に寄与する専門人材育成を目的としたプログラムを開発・実施してきた。 

「地域・政策人材育成」を目的としたプログラムにおいて、11 科目中 6科目が一般財団法人地

域公共人材開発機構の資格制度「初級地域公共政策士」の認証科目に認定され、当該科目の質を

客観的に保証することができている。令和元年後学期に、これら 6科目による資格認証制度が開

設され、自治体職員や民間企業の社員等 20人が受講し、令和 2年 3月末には 13人（社会人受講

生 9 人、本学学生 4人）の資格者を輩出した。また、円卓会議ワーキンググループ（地域・政策

人材育成分野）から、資格人材を地域公共人材として沖縄地域で積極的に活用するため、同資格

者及び科目担当教員等で構成する「沖縄地域公共政策研究会」が発足するなど、地域貢献人材の

育成と活用の循環を生み出している。 

④ 企業や自治体等との連携体制を強化し、産学官の協働を先導する「行動するシンクタンク」と

して、より効果的に活動するため、令和元年 11 月に学長方針「イノベーションの先導に向けた

体制の見直しについて」を出し、それに基づき、地域連携推進機構と研究推進機構の一部統合を

含めた組織改編を令和２年４月に行うことを決定した。これにより、他の機構や学部等の組織へ

の繋ぎ役として、また地域と大学を繋ぐ総合的な窓口として、地域と大学内との協働を向上させ

ることが期待できる。 
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【国際交流】 

① 太平洋島嶼地域からの留学生と島嶼地域に特有の課題について議論することにより、国際的な

視野を持ちながら社会に貢献できるグローバル人材を育成することを目的として、当該地域から

の留学生を増やすため、交流協定大学との連携強化、経済的支援、キャリア支援及び交流協定校

の開拓を推し進めた。 

取り組みの結果、令和元年度末の学生交流覚書締結校数は 100 校(対前年度比 6 校増)、交流

協定校を含む海外からの留学生の受入者数は 300 名(対前年度比 4 名増)となった。 

 ② 平成 30年度採択文部科学省「大学の世界展開力強化事業」において、太平洋島嶼地域 13大学

と連携し、学生交流プログラムと併せて COIL 型教育を活用した授業を推進した。令和 2 年 3 月

には、COIL を活用した短期研修を実施し、マーシャル諸島短期大学学生 1名と本学学生がバディ

として参加して島嶼地域の共通課題について協働学習を行った。 

 ③ 島嶼大学間ネットワーク（RETI）のシンポジウムにおいて、参加大学とのネットワークを深め、

島嶼大学間における学術連携を積極的に推進した。シンポジウムに参加したスペインのラ・ラグ

ナ大学、ラスパルマス大学とは、今後の教育研究交流促進のための交流協定締結へ向けて協議し、

令和元年にそれぞれ大学間交流協定を締結した。令和元年 11 月にカナダで開催された RETI シン

ポジウムには、本学から学長をはじめとして、教員 4名、大学院生 3 名が参加し、それぞれ研究

発表を行った。また、RETI 会員大学であるカナダのプリンス・エドワード・アイランド大学、ニ

ューファンドランド・メモリアル大学と大学間交流協定を締結した。 

 

大学（学部、研究科等）セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益 9,495 百万円

（56.8％（当該セグメントにおける業務収益に占める割合。以下同じ。））、学生納付金収益 4,415 百

万円（26.4％）、受託研究・共同研究・受託事業等収益 1,312 百万円（7.9％）、寄附金収益 446 百万円

（2.7%)、施設費収益 40百万円（0.2％）、補助金等収益 98百万円（0.6％）その他の収益 901 百万円

（5.4％）となっている。また、事業に要した経費は、人件費 10,815 百万円（66.4％（当該セグメン

トにおける業務費用に占める割合。以下同じ。））、教育経費 1,797 百万円（11.0％）、研究経費 1,221

百万円（7.5％）、受託研究費・共同研究費・受託事業費 1,300 百万円（8.0％）、教育研究支援経費 393

百万円（2.4％）、その他 769 百万円（4.7％）となっている。 

 

 

イ. 附属病院セグメント 

【大学病院の理念及び基本方針】 

附属病院においては、「病める人の立場に立った質の高い医療を提供するとともに、国際性豊か

な医療人を育成する。」という理念を掲げ、 

（１）生命の尊厳を重んじた全人的医療の実践 

（２）地域における保健・医療・福祉の向上に対する貢献と関連機関との連携 

（３）先端医療技術の開発・応用・評価 

（４）国際性豊かな医療人の育成 

を基本方針としている。 
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【大学病院の第三期中期目標期間（平成２８年度～令和３年度）の計画】 

① 医療機関の機能分化に向け地域連携部門及び救急部の機能を強化し、紹介・逆紹介の推進

等、地域医療機関との連携推進や重症患者の受入等高度な医療を提供する診療体制を構築す

る。 

② おきなわクリニカルシミュレーションセンターを活用し、医療安全に係る訓練や医療事故防

止のための研修の実施等を通して継続的に医療の質の向上を図り、安全管理体制及び感染制

御体制を強化する。 

③ 質の高い臨床研究を実施するためのマネジメント体制を構築するとともに、OJTを踏まえた魅

力ある教育プログラムの提供や研究に対するメンタリングの実施等により、医師主導型臨床

研究を実施できるスキルを持った医療人（医師、看護師、薬剤師等）を養成する。 

④ 患者本位の質の高い医療を提供できる医療人（専門医や認定看護師等）を養成するため、資

格取得研修への参加を支援する。 

⑤ 地域枠学生をはじめとする医学生の臨床実習・臨床研修を県内外の離島・へき地の診療所で

実施し、地域の実情を踏まえた研修内容を充実させ、高度な医療と地域医療を担う優れた医

療人を養成して、医師の地域偏在の解消や医師不足病院の支援に取り組む。 

⑥ 女性医師等の復職支援プログラムの実施等、ライフステージに応じたキャリアの維持・発展

を支援する体制を構築し、地域で活躍する医療人材を確保する。 

⑦ 客観的な指標に基づいた経営分析を行い、他の国立大学病院や県内医療機関との比較を通じ

て本院の「強み、弱み」を明らかにし、目標項目（新入院患者数の増や入院期間の適正化

等）の設定を通して経営改善に取り組む。 

 

【令和元年度の取組】 

  ＜教育・研究面での取組＞ 

○昨年度までの「文部科学省 課題解決型高度医療人材育成事業」５年間の成果を踏まえ、臨床研究

教育管理センターにおいて研究メンタリング及びマネジメントを継続し、また、大学院コース（臨

床研究教育管理学）を継続して体制を維持し、臨床研究を実施できるスキルを持つ医師、医療従

事者等の養成を行った。 

さらに、病院での臨床研究支援管理体制を見直し、より多数の臨床研究を可能とするように、 

令和元年 11 月にワーキング・グループを立ち上げて検討を行い提言書を作成した。 

 

○内科専攻医プログラム委員会、琉球大学医学部附属病院専門研修プログラム連絡協議会等を開催

し、専門医等の養成を支援した。また、看護師特定行為研修を実施し、14名の看護師が受講し全

員修了した。さらに、沖縄県看護協会が実施した認定看護師講習会へ２名の看護師を派遣した。 

 

○一般外来・訪問診療研修の可否を含め地域医療研修施設に調査を行い、一般外来研修・訪問診療

研修リストを含めた地域医療・地域保健研修リファレンスガイドを作成し、地域医療機関での研

修の充実および研修支援に取り組んだ。 
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○復職支援プログラムの検討を行うため、令和元年度は、男女問わず医師および看護職以外の職種

のニーズ調査を実施した。結果は、平日の延長保育や休日の臨時保育開設の要望が多く、復職支

援プログラムの要望はなかったため、院内の保育施設の拡充を目的に改修工事を施工し、保育環

境を整備した。また、看護職においては、短時間育児制度を利用した復職者が多かったことから、

看護職独自の復職支援プログラムを作成し、令和２年２月より試験的に運用を開始した。 

 

＜診療面での取組＞ 

○地域連携の基盤整備に向け、令和元年度には、脳卒中３件、大腸がん３件、前立腺がん１件の地

域連携パスの運用を行った。また、令和元年 12 月に地域連携実務者担当者会議を開催し、院内

から 14 名（医師２名、MSW３名、看護師８名、事務１名）、院外 16 施設から 38 名(10 職種)の参

加があり、地域連携室同士の連携推進を図った。さらに、在宅医療の連携推進を図るため、訪問

看護師を対象に在宅心不全勉強会を企画した。また、救急部の機能強化に向け、新救急システム

の段階的運用とその評価を行い、救命救急センター化へ向けた体制案作りに取り組んだ。 

 

○前年度に引き続き、シミュレーションセンターを活用し、安全管理プログラムの一環として、他

職種チームトレーニング研修（Team STEPPS）及び看護師を対象とした静脈注射と点滴速度調整

などのシミュレーショントレーニングを実施した。さらに、研修内容等の充実化を図るため、他

施設で行われている他職種チームトレーニング研修（Team STEPPS）に参加し、アドバンスコース

の開設に向けて意見交換を行った。 

また、感染制御体制強化の取り組みとして、手指衛生の回数を部署毎に目標設定し、部署間で手

指衛生の回数やタイミングの適切さを評価することで院内全体の手指衛生への意識向上が得ら

れた。 

 

＜運営面での取組＞ 

○前年度に引き続き、増収関連を中心とした 17 項目（前年度比＋３項目）の KPI を設定し、経営

改善に取り組んだ。また、HOMAS２を用いて診療報酬請求の加算・指導料算定件数の他病院との比

較分析等を行い、算定件数の少ない項目について課題や問題点を洗い出し、それに基づき算定漏

れ対策を実施するなど、収益増のさらなる向上を目指して取り組みを進めた。 

 

【「病院セグメント」及び「病院収支の状況」について】 

   （１）「病院セグメント」の概要 

     附属病院セグメントにおける事業の実施財源は、附属病院収益 19,957 百万円（85.5％（当

該セグメントにおける業務収益に占める割合。以下同じ。））、運営費交付金収益 2,470 百

万円（10.6％）、その他の収益 903 百万円（3.9％）となっている。また、事業に要した経費

は、診療経費 12,644 百万円（54.7％（当該セグメントにおける業務費用に占める割合。以下

同じ。））、人件費 9,683 百万円（41.9％）、その他の経費 797 百万円（3.5％）となってい

る。 
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   （２）「病院収支の状況」の概要 

      病院セグメントの情報は以上のとおりであるが、これを更に、附属病院の期末資金の状況

が分かるように調整（病院セグメント情報から、非資金取引情報（減価償却費、資産見返負

債戻入など）を控除し、資金取引情報（固定資産の取得に伴う支出、借入金の収入、借入金

返済の支出、リース債務返済の支出など）を加算して調整）すると、下表「附属病院セグメ

ントにおける収支の状況」のとおり。 

 

附属病院セグメントにおける収支の状況 

  （平成３１年４月１日～令和２年３月３１日）               (単位：百万円） 

 金額 
（参考） 

前年度 
増減 

Ⅰ業務活動による収支の状況(A) 1,771 2,099 △328 

 人件費支出 

 その他の業務活動による支出 

 運営費交付金収入 

  附属病院運営費交付金 

  基幹運営費交付金（基幹経費） 

  特殊要因運営費交付金 

  基幹運営費交付金（機能強化経費） 

 附属病院収入 

 補助金等収入 

 その他の業務活動による収入 

△9,505 

△11,657 

2,470 

0 

2,209 

243 

17 

19,955 

459 

49 

△9,133 

△10,833 

2,749 

0 

2,254 

264 

230 

18,817 

461 

37 

△372 

△824 

△279 

0 

△45 

△21 

△213 

1,138 

△2 

12 

Ⅱ投資活動による収支の状況(B) △274 △661 387 

 診療機器等の取得による支出 

 病棟等の取得による支出 

 無形固定資産の取得による支出  

 有形固定資産及び無形固定資産売却による収入 

 施設費収入 

 その他の投資活動による支出 

 その他の投資活動による収入 

 利息及び配当金の受取額 

△223 

△26 

△24 

0 

0 

0 

0 

0 

△565 

△37 

△62 

0 

7 

△4 

0 

0 

342 

11 

38 

0 

△7 

4 

0 

0 

Ⅲ財務活動による収支の状況(C) △1,352 △1,618 266 

 借入れによる収入 

 借入金の返済による支出 

 大学改革支援・学位授与機構債務負担金の 

返済による支出 

 借入利息等の支払額 

 リース債務の返済による支出 

 その他の財務活動による支出 

 その他の財務活動による収入 

 利息の支払額 

0 

△261 

 

△190 

△14 

△788 

0 

0 

△97 

0 

△379 

 

△229 

△22 

△914 

0 

0 

△73 

0 

118 

 

39 

8 

126 

0 

0 

△24 

Ⅳ収支合計(D=A+B+C) 143 △181 324 

Ⅴ外部資金による収支の状況(E) △3 3 △6 
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 受託研究・受託事業等支出 

 寄附金を財源とした事業支出 

 受託研究・受託事業等収入 

 寄附金収入 

△204 

△27 

201 

27 

△177 

△28 

181 

28 

△27 

1 

20 

△1 

Ⅵ収支合計（F=D+E） 140 △178 318 

 

 （Ⅰ．業務活動による収支の状況（A）） 

      業務活動による収支については、収支は 1,771 百万円となっており、前年度と比較すると 328

百万円減少となっている。 これは附属病院収入が手術件数の増加や平均在院日数短縮等による

入院収入の増加、外来患者数の増加に伴う外来収入の増加等により 1,138 百万円増加した一方

で、診療体制強化のためメディカルスタッフ等の雇用増や人事院勧告に準拠した給与改定等によ

る人件費支出の増加（372 百万円）、病院の稼働増加に伴う材料費（医薬品費や診療材料費等）

の支出増加、消費税増税に伴う支出の増加などその他の業務活動による支出が増加（824 百万円）

したことが主な要因となっている。 

 

  （Ⅱ．投資活動による収支の状況（B）） 

     投資活動においては、収支は△274 百万円となっており、前年度と比較すると 387 百万円増加

している。これは設備更新計画に基づき、高額な医療機器の購入がなかったことが主な増加要因

となっている（前年度は学内予算貸付制度を活用して核磁気共鳴画像診断装置（約 323 百万円）

を増設した。）。 

 

  （Ⅲ．財務活動による収支の状況（C）） 

    財務活動における収支は△1,352 百万円となっており、前年度と比較すると 266 百万円増加し

ている。これは、令和元年度における(独)大学改革支援･学位授与機構への償還額や借入金返済

額およびリース債務の返済額が減少していることが主な要因となっている。 

 

 【総括（「病院収支の状況」を踏まえた財政上の課題等）】 

    「附属病院セグメントにおける収支の状況」の収支合計は 140 百万円であるが、上表では考慮さ

れない調整項目である未収附属病院収入の期首・期末残高差額（△354 百万円）、たな卸資産の

期首・期末の差額（18 百万円）、翌期以降の使途が特定されている各種引当金繰入額（△161 百

万円）等を調整すると、附属病院における収支差額は△376 百万円となる。 

   近年は、診療体制強化のためメディカルスタッフ等の増加や人事院勧告による人件費の増、設

備老朽化に伴う修繕費の増、消費税増税に伴う支出増などより厳しい財政状況が続いている。さ

らに令和 6年度末に西普天間地区への移転を控え十分な設備投資を行うことが出来ず、現病院の

機能維持のための必要な投資を厳選して実施している。このような状況の中、高度医療及び地域

医療の中核を担う大学病院としての使命を果たすための財源確保は喫緊の課題であり、増収及び

経費削減の取り組みを進め、経営の安定化を図り、早期の黒字化を目指していく。 

 

 



26 

 

ウ．附属学校セグメント 

   附属学校セグメントは、教育学部附属小学校及び附属中学校により構成されている。中期目標

として、「学部・大学院並びに地域の教育機関等と連携協力し、教育に関する先導的・実践的研究

及び教育実習等を充実させ、地域の学校教育の質の向上に貢献する。」を掲げている。 

    令和元年度においては、以下の取り組みを行った。 

 

① 附属小学校と附属中学校は、小学校において令和 2 年度から実施される学習指導要領の先行

実施に向けて、平成 30 年度より新たに教科化が図られた外国語と外国語活動について、義務教

育 9 年間を見通した新たなカリキュラム作成に共同研究を行った。具体的には平成 30年度に「琉

球大学教育学部附属小学校・中学校 CAN DO 一覧表」を学部共同研究推進委員会と協力して作成

し、その検証授業を継続的に行ない、改訂版を作り上げた。令和元年度には作成した「CAN DO 一

覧表・改訂版」をもとに、宮古島市立伊良部小中学校（結の橋学園）で一年間の検証授業を行い、

児童・生徒の外国語学習に向かう力を系統的に育むカリキュラムモデルとして評価された。 

 ② 附属中学校は、内閣府の沖縄離島活性化推進事業により日本最西端の与那国島及び NTT西日本

と連携し、ICT を活用した高等学校設立の可能性について実証実験を行った。本学附属中学校と

与那国島の中学校２校において遠隔授業を行い、その教育効果について受講学生へのアンケート

をもとに検証委員会において検証を行った。この検証を踏まえ、ICT 機器を活用した研修等につ

いての展望と実証実験における技術的な提言を「平成 30 年度 ICT 機器を活用した遠隔授業によ

る教育効果等検証委員会報告書」として取り纏めた。その成果をもとに，令和 2年度より離島地

域に固有の教育課題（高校の不在、学校・学級規模の小ささに伴う教育活動の制約、専科教員の

不在、教員研修機会の少なさ等）の解決に向け、ICT を利用した遠隔教育による授業の充実及び 

教員研修機会の拡充に資する実証実験事業を、地域連携推進機構並びに教育学部、そして伊江村

立伊江中学校と共同して取り組むこととなった。 

 ③ 附属中学校において、平成 30 年度より地域の教育課題でもある「学力の定着が低い生徒への

学習支援」についての研究に取り組み、放課後支援活動を毎週、月・火・水・金の４日間、１時

間程度の個別学習支援を行っている。具体的には平成 30 年度は 7 人の支援対象生徒に対し 4 名

の支援学生、 令和元年度は 14人の支援対象学生に対し 7人の支援学生が対応し、個別の困り感

や苦手な教科等を丁寧に確認しながら、支援策についての研究を進めている。尚、放課後学習支

援は、本人・保護者の同意が原則である。その都度支援記録に学習の様子をまとめ、毎週水曜日

の生徒支援委員会で確認し、共通理解を図っている。 

 ④ 「琉球大学教育学部附属学校の改革に関する検討ワーキンググループ」の答申の提言を受けて、

「早急に対応すべきこと」として、令和元年度から（1）校長の専任化（2）附属学校統括の配置

（3）附属学校運営委員会の全学委員会への位置づけ、を実施することにより、大学と附属学校の

有機的な連携によるガバナンスを強化する体制を整備した。また、校長の専任化等に向け、附属

学校のミッションに沿った適任者の交流人事について、協定書の見直しを含め沖縄県教育委員会

と協議を重ねている。 
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附属学校セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益 270 百万円（93.3％（当該セ

グメントにおける業務収益に占める割合。以下同じ。））、寄附金収益 3百万円（1.3％）、その他 15百

万円（5.4％）となっている。また、事業に要した経費は、人件費 359 百万円（81.7％（当該セグメン

トにおける業務費用に占める割合。以下同じ。））、教育経費 75 百万円（17.3％）、一般管理費 4 百万

円（1.0％）となっている。 

 

 

エ．全国共同利用施設セグメント 

全国共同利用施設セグメントは、熱帯生物圏研究センターのみで構成されている。当研究センター

は、国内外の研究者に亜熱帯の生物や生態系を対象とする研究の場を提供することを目的として、西

原・瀬底・西表・分子生命科学の 4つの研究施設から構成された、国内唯一の亜熱帯気候に立地する

「熱帯生物圏における先端的環境生命科学共同研究拠点」である。 

  令和元年度においては、以下の取り組みを行った。 

 

① 熱帯生物資源を活用した健康食品や医薬シーズの開発研究と特許取得等により研究者コミュ

ニティー並びに地域社会への貢献を目指して研究を推進した。特に、熱帯においてヒトや家畜に

対して大きな影響を及ぼす感染症の制御を目指し、病原体と宿主の相互作用、ならびに感染症を

予防するワクチンの開発研究を推進した。 

② 瀬底研究施設のフィールド研究および水槽実験拠点機能を生かして学内外の研究者と共同で、

フィールド調査、水槽実験、遺伝子解析から構成される科研費によるプロジェクト「造礁サンゴ

の高水温耐性向上可能性に関する総合的研究」を令和元年度より開始した。 

③ 共同利用・共同研究公募に海外機関枠を設け、瀬底研究施設にオーストラリアなどからサンゴ

の研究者を招へいし、共同研究を推進した。 

④ 国際共同研究加速基金（国際共同研究強化）に採択され、アメリカ、ニュージーランドを訪問

し、海外研究者とサンゴ共生系の研究に関する国際ネットワーク形成に取り組んだ。また先方の

大学院生を瀬底研究施設に受け入れ共同研究を行った。 

⑤ 令和 2年度からの共同利用・共同研究の公募に向けて、若手研究者の支援を強化するため、「若

手枠」を新設した。また、オンライン申請による応募者の利便性向上を目的にオンライン申請シ

ステムの運用を開始した。 

 

 

全国共同利用施設セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益 231 百万円（68.0％（当

該セグメントにおける業務収益に占める割合。以下同じ。））、受託研究・共同研究・受託事業等収益 64

百万円（19.1％）、寄附金収益 8百万円（2.6％）、その他 35百万円（10.3％）となっている。また、

事業に要した経費は、人件費 303 百万円（60.0％（当該セグメントにおける業務費用に占める割合。

以下同じ。））、研究経費 109 百万円（21.6％）、受託研究・共同研究・受託事業費 69 百万円（13.7％）、

一般管理費 20百万円（4.1％）、その他 2百万円（0.6％）となっている。 
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３．課題と対処方針等 

 当法人では、運営費交付金の縮減に対応するため、引き続き管理的経費の削減に努めるとともに、

外部資金等の獲得に向けて支援を行い、競争的資金及びその他の外部資金等の獲得に努めた。 

 経費の削減については、省エネ対策を促すポスターの掲示や、本学構成員が随時データを確認しな

がら省エネルギーに取り組めるよう各部局における光熱水量の前年度比較を学内ウェブサイトに掲

載するなど、経費の単純な可視化にとどまらない工夫により、継続的に教職員のコスト意識啓発を実

施した。その結果、電気、A 重油、上水道は対前年度（４月から３月）と比較し 2,632 万円を削減し

た。また、一般管理費の主要 12 項目（消耗品費、備品費、印刷製本費、新聞雑誌費、電気料、ガス

料、水道料、国内旅費、電話料、郵便料、警備業務委託費、清掃業務委託費）のうち、４項目（印刷

製本費、電気料、国内旅費、電話料）の経費について、前年度と比較し約 617 万円の経費節減が図れ

た。 

 外部資金等の獲得に向けた取り組みとしては、研究企画室の機能強化を図り、専門特化型 URA 2 名

を新たに配置し、産学連携及び共同研究等の支援体制を強化した。URA による個別相談等の外部資金

獲得に向けた支援を行った結果、令和 2 年度科学研究費の新規採択率は 26.2%（獲得総額 455,780 千

円）となり、前年度と比較して 0.2 ポイント上昇した。 

 また、共同研究及び受託研究・受託事業については、本学保有の研究シーズとのマッチングを模索

し、必要に応じてマッチングの可能性が見込める企業に対してヒアリングを行うなどの体制強化を行

うとともに、「琉球大学研究技術マッチングシステム」を構築し、企業の求めているニ－ズと本学の研

究成果とのマッチングを行い、沖縄の産業振興に資する共同研究等の推進に取り組んできた。その結

果、共同研究、受託研究ともに前年度を上回る受入金額（総額 1,164,296 千円）となった。 

 自己収入増加に向けて、本学における自動販売機事業の見直しを図り、これまでキャンパス毎に単

独の業者へ土地貸付料のみで貸付けていた契約形態を見直し、自動販売機設置に係る土地貸付料や年

間売上に対する一定額の納付などを条件とする企画公募による競争形態に切り替えた。その結果、複

数業者が競争に参加することができ、令和元年度の販売手数料は前年度比 3,060 千円増となる 

9,957 千円となった。その他、新たな寄附金収入の確保に向けた取り組みとして、「国立大学法人琉

球大学クラウドファンディング実施要項」を平成 30 年度に制定し、本学熱帯生物圏研究センター教

員による琉球大学初の公認クラウドファンディング「結核の新たな治療法として「免疫療法」の確立」

を目的とする研究プロジェクトを令和元年 9 月に実施した。プロジェクト実施期間内に、当初目標

金額 75 万円を上回る 106 万円の支援が集まり、新たな寄附者の発掘につなげ寄附金収入を拡大し

財政基盤の強化を図ることができた。 

医学部附属病院では、経営改善の取り組みとして、17 項目の KPI を設定し、経営担当副病院長主導

の下、毎月開催の経営企画室会議において、稼働状況及び目標達成状況等の分析・検証を行った。さ

らに、HOMAS2 を用いて診療報酬請求の加算・指導料算定件数の他病院との比較分析等を行い、算定件

数の少ない項目について課題や問題点を洗い出し、それに基づき算定漏れ対策を実施するなど、収益

増のさらなる向上を目指して取り組みを進めた。 

経費節減の取り組みとして、医薬品や医療材料等について納入業者と価格交渉を行い、医薬品で

6,095 万円、医療材料で 2,820 万円、検査試薬で 699 万円、外注検査で 204 万円の経費を節減した。 

 施設整備については、管理的経費の削減に向けて、省エネルギー改修計画に基づき、空調設備や照

明設備の省エネ改修工事を実施した。省エネ改修工事完了後、更新前と更新後のエネルギー使用量を
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検証し、コスト縮減額や省エネ効果を本学ウェブサイト（学内限定）で公表することにより見える化

した。 

さらに、医学部及び同附属病院移転整備において、電気･ガス等のエネルギー調達・供給・活用など

に関して高度な技術力と専門性を持つ民間事業者のノウハウを用いることにより、省エネルギー等の

経済的・効果的・効率的な運用の実現を図るエネルギーサービスプロバイダー事業を導入した。本事

業導入に関する初期投資についても同民間事業者の資金を活用することとし、省エネルギー事業に関

する支出の安定性の確保を進めている。 

 以上のような取り組みにより、今後も競争的資金等の外部資金獲得や予算の効率的・効果的な運用

に努める。 

 

Ⅴ その他事業に関する事項 

１．予算、収支計画及び資金計画 

（１）予算 

決算報告書参照 

ホームページ：琉球大学ホームページ＞大学情報＞ 

法人情報・教育研究情報・調達情報「琉球大学の法人資料」＞ 

（財務）財務諸表等決算関係書類 

（http://www.u-ryukyu.ac.jp/aboutus/information/financial/） 

 

（２）収支計画 

年度計画及び財務諸表（損益計算書）参照 

年度計画 

（http://www.u-ryukyu.ac.jp/aboutus/information/） 

財務諸表 

（http://www.u-ryukyu.ac.jp/aboutus/information/financial/） 

 

（３）資金計画 

年度計画及び財務諸表（キャッシュ・フロー計算書）参照 

年度計画 

（http://www.u-ryukyu.ac.jp/aboutus/information/） 

財務諸表 

（http://www.u-ryukyu.ac.jp/aboutus/information/financial/） 

 

２．短期借入れの概要 

当該事業年度短期借入金なし 

 

 

 



30 

 

３．運営費交付金債務及び当期振替額の明細 

（１）運営費交付金債務の増減額の明細                    （単位：百万円） 

交付年度 
期首 

残高 

交付金 

当期交付額 

当期振替額 

期末残高 運営費交

付金収益 

資産見返運

営費交付金 

建設仮勘定見返

運営費交付金 
資本剰余金 小計 

H28 年度 1 - - - - － - 1 

H29 年度 - - - - - - - - 

H30 年度 113 - 112 - - - 112 0 

R1 年度 - 12,411 12,355 6 - - 12,361 50 

合計 114 12,411 12,468 6 - - 12,474 51 

 

 

 

 

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細 

①平成 30年度交付分                                                     （単位：百万円） 

区   分 金  額 内     訳 

業務達成基準 

による振替額 

運営費交付金 

収益 
－ 

 

該当なし 

資産見返運営 

費交付金 
－ 

建設仮勘定見

返運営費交付

金 

－ 

資本剰余金 － 

計 

 

－ 

期間進行基準 

による振替額 

運営費交付金 

収益 
－ 

 

該当なし 

資産見返運営 

費交付金 
－ 

建設仮勘定見

返運営費交付

金 

－ 

資本剰余金 

 
－ 

計 

 
－ 
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費用進行基準に

よる振替額 

運営費交付金

収益 
112 

①費用進行基準を採用した事業等：退職手当 

 

②当該業務に係る損益等 

  ア）損益計算書に計上した費用額：112 

     (退職手当：112) 

  イ）自己収入に係る収益計上額：－ 

  ウ）固定資産の取得額：－ 

 

 当事業年度において支出した退職手当のうち、平成 30 年度に交

付された運営費交付金債務を収益化した。 

資産見返運営

費交付金 
－ 

建設仮勘定見

返運営費交付

金 

－ 

資本剰余金 － 

計 
112 

国立大学法人会

計基準第 78 第 3

項による振替額 

 

－ 

 

合計  112  

 

 

②令和元年度交付分                              （単位：百万円） 

区   分 金  額 内     訳 

業務達成基準 

による振替額 

運営費交付金 

収益 
348 

① 業務達成基準に採用した事業等：機能強化経費（機能強化促進

分、全国共同利用・共同実施分、附属病院機能強化分） 

 

②当該業務に係る損益等 

 ア）損益計算書に計上した費用額：348 

  （教育経費：24、研究経費：94、診療経費：0 

教員人件費：156、職員人件費：71、一般管理費：1） 

  イ）自己収入に係る収益計上額：－ 

 ウ）固定資産の取得額：6 

  (教育機器：0、研究機器：5、図書：0) 

 エ）建設仮勘定見返運営費交付金への振替額：－ 

 

 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

 固定資産取得額については、同額を資産見返運営費交付金へ振

替。機能強化経費のうち機能強化促進分、全国共同利用・共同実施

分については、当事業年度において十分な成果を上げたと認めら

れることから固定資産取得額を除き全額収益化。 

資産見返運営 

費交付金 
6 

建設仮勘定見

返運営費交付

金 

－ 

資本剰余金 － 

計 

 

354 

期間進行基準 

による振替額 

運営費交付金 

収益 
10,973 

①期間進行基準に採用した事業等：業務達成基準及び費用進行基

準を採用した業務以外のすべての業務 
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資産見返運営 

費交付金 
－ 

 

②当該業務に係る損益等 

 ア）損益計算書に計上した費用額：10,973 

    （教育経費：0、一般管理費：0、役員人件費：81、 

教員人件費：6,046、職員人件費：4,044、奨学費：802） 

  イ）自己収入に係る収益計上額：－ 

ウ）固定資産の取得額：－ 

 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

  期間進行業務に係る運営費交付金債務を全額収益化。 

建設仮勘定見

返運営費交付

金 

－ 

資本剰余金 

 
－ 

計 

 10,973 

費用進行基準に

よる振替額 

運営費交付金

収益 
1,033 

①費用進行基準を採用した事業等：退職手当 

 

②当該業務に係る損益等 

  ア）損益計算書に計上した費用額：1,033 

     (退職手当：1,033) 

  イ）自己収入に係る収益計上額：－ 

  ウ）固定資産の取得額：－ 

 

 当事業年度において支出した退職手当のうち、平成 30 年度に交

付された運営費交付金債務で負担した額を除いた1033百万円を収

益化した。 

資産見返運営

費交付金 
－ 

建設仮勘定見

返運営費交付

金 

－ 

資本剰余金 － 

計 

1,033 

国立大学法人会

計基準第 78 第 3

項による振替額 

 

－ 

 

合計  12,361  
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（３）運営費交付金債務残高の明細 

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画 

平成 28 年度 

業務達成基準を

採用した業務に

係る分 

－ 該当なし 

期間進行基準を

採用した業務に

係る分 

1 ・法科大学院の入学定員未充足に係る執行残であり、第三期

中期目標期間終了時に精算し、国庫納付する予定である。 

費用進行基準を

採用した業務に

係る分 

0 ・災害支援関連経費の未執行額であり、翌事業年度以降に執

行し、収益化する予定である。（0 百万円） 

計 1  

平成 30 年度 

業務達成基準を

採用した業務に

係る分 

－ 該当なし 

期間進行基準を

採用した業務に

係る分 

0 ・工学部の入学定員超過に係る執行残であり、第三期中期目

標期間終了時に精算し、国庫納付する予定である。 

（0 百万円） 

費用進行基準を

採用した業務に

係る分 

－ 該当なし 

計 0  

令和元年度 

業務達成基準を

採用した業務に

係る分 

50 ・総合研究棟改修（農学系）に伴う実験機器等の移転事業に

係る執行残であり、令和２年度に執行予定である。 

（50 百万円） 

期間進行基準を

採用した業務に

係る分 

－ 該当なし 

費用進行基準を

採用した業務に

係る分 

－ 該当なし 

計 50  
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（別 紙） 

■財務諸表の科目 

１．貸借対照表の科目 

 有形固定資産：土地、建物、構築物、工具器具備品、図書等国立大学法人等が長期にわたって使用す

る有形の固定資産。 

 減損損失累計額：減損処理（固定資産の使用実績が、取得時に想定した使用計画に比して著しく低                  

下し、回復の見込みがないと認められる場合等に、当該固定資産の価額を回収可                  

能サービス価額まで減少させる会計処理）により資産の価額を減少させた累計額。 

 減価償却累計額等：減価償却累計額及び減損損失累計額 

 その他の有形固定資産：車両運搬具、船舶等が該当。 

 その他の固定資産：無形固定資産（特許権等）、投資その他の資産（投資有価証券等）が該当。 

 現金及び預金：現金（通貨及び小切手等の通貨代用証券）と預金（普通預金、当座預金及び一年以                

内に満期又は償還日が訪れる定期預金等）の合計額。 

 その他の流動資産：未収附属病院収入、未収学生納付金収入、医薬品及び診療材料、たな卸資産等                    

が該当。 

 資産見返負債：運営費交付金等により償却資産を取得した場合、当該償却資産の貸借対照表計上額                

と同額を運営費交付金債務等から資産見返負債に振り替える。計上された資産見返                

負債については、当該償却資産の減価償却を行う都度、それと同額を資産見返負債                

から資産見返戻入（収益科目）に振り替える。 

 大学改革支援・学位授与機構債務負担金：旧国立学校特別会計から独立行政法人大学改革支援・学

位授与機構が承継した財政融資資金借入金で、国立大学

法人等が債務を負担することとされた相当額。 

長期借入金等：事業資金の調達のため国立大学法人等が借り入れた長期借入金、ＰＦＩ債務、長期                

リース債務等が該当。 

 引当金：将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失として見越し計上するもの。退職給付引          

当金等が該当。 

 運営費交付金債務：国から交付された運営費交付金の未使用相当額。 

 寄附金債務：使途特定された寄附金の未使用相当額。 

 政府出資金：国からの出資相当額。 

 資本剰余金：国から交付された施設費等により取得した資産等（建物等）の相当額。 

 利益剰余金：国立大学法人等の業務に関連して発生した剰余金の累計額。 

 繰越欠損金：国立大学法人等の業務に関連して発生した欠損金の累計額。 

 

２．損益計算書 

 業務費：国立大学法人等の業務に要した経費。 

 教育経費：国立大学法人等の業務として学生等に対して行われる教育に要した経費。 

 研究経費：国立大学法人等の業務として行われる研究に要した経費。 

 診療経費：国立大学附属病院における診療報酬の獲得が予定される行為に要した経費。 
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 教育研究支援経費：附属図書館、大型計算機センター等の特定の学部等に所属せず、法人全体の教                    

育及び研究の双方を支援するために設置されている施設又は組織であって学生                    

及び教員の双方が利用するものの運営費に要する経費。 

 受託研究費・共同研究費・受託事業費：受託研究、共同研究、受託事業の実施に要する経費。 

 人件費：国立大学法人等の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経費。 

 一般管理費：国立大学法人等の管理その他の業務を行うために要した経費。 

 財務費用：支払利息等。 

 運営費交付金収益：運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額。 

 学生納付金収益：授業料収益、入学料収益、入学検定料収益の合計額。 

 附属病院収益：国立大学附属病院における診療行為による収益。 

 その他の収益：受託研究収益、共同研究収益、受託事業等収益、寄附金収益、補助金等収益、等。 

 臨時損益：固定資産の売却（除却）損益、災害損失等。 

 前中期目標期間繰越積立金取崩額：前中期目標期間から繰り越した積立金のうち、当事業年度で費                                  

用見合いの取り崩しを行った額。 

 目的積立金取崩額：目的積立金とは、前事業年度以前における剰余金（当期総利益）のうち、特に                    

教育研究の質の向上に充てることを承認された額のことであるが、それから取                    

り崩しを行った額。 

 

３．キャッシュ・フロー計算書 

 業務活動によるキャッシュ・フロー：原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件費支出及                                    

び運営費交付金収入等の国立大学法人等の通常の業務の実施                                    

に係る資金の収支状況を表す。 

 投資活動によるキャッシュ・フロー：固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・支出等の将                                    

来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る                                    

資金の収支状況を表す。 

 財務活動によるキャッシュ・フロー：増減資による資金の収入・支出、債券の発行・償還及び借入                  

れ・返済による収入・支出等、資金の調達及び返済等に係る                  

資金の収支状況を表す。 

 資金に係る換算差額：外貨建て取引を円換算した場合の差額相当額。 

 

４．国立大学法人等業務実施コスト計算書 

 国立大学法人等業務実施コスト：国立大学法人等の業務運営に関し、現在又は将来の税財源により                                

負担すべきコスト。 

 業 務 費 用：国立大学法人等の業務実施コストのうち、損益計算書上の費用から 

学生納付金等の自己収入等を控除した相当額。 

 損益外減価償却相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定されない                        

資産の減価償却費相当額。 

 損益外減損損失相当額：国立大学法人等が中期計画等で想定した業務を行ったにもかかわらず 

生じた減損損失相当額。 
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  損益外有価証券損益相当額（確定）：国立大学法人が、産業競争力強化法第 21 条に基づき、特定研                 

究成果活用支援事業を実施することで得られる有価証券に係                 

る財務収益相当額、売却損益相当額。 

  損益外有価証券損益相当額（その他）：国立大学法人が、産業競争力強化法第 21条に基づき、特定                  

研究成果活用支援事業を実施することで得られる有価証券

に係る投資事業組合損益相当額、関係会社株式評価損相当

額。 

 損益外利息費用相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定されない                        

資産に係る資産除去債務についての時の経過による調整額。 

 損益外除売却差額相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定されな                          

い資産を売却や除去した場合における帳簿価額との差額相当額。 

 引当外賞与増加見積額：支払財源が運営費交付金であることが明らかと認められる場合の賞与引当                    

金相当額の増加見積相当額。前事業年度との差額として計上（当事業年度                        

における引当外賞与引当金見積額の総額は、貸借対照表に注記）。 

 引当外退職給付増加見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかと認められる場                            

合の退職給付引当金増加見積額。前事業年度との差額として計上（当                            

事業年度における引当外退職給付引当金見積額の総額は、貸借対照表                            

に注記）。 

 機会費用：国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により賃借した場合の本来負担            

すべき金額等。 


